
２３．繰延税金資産　

（１）繰延税金資産の計上額 （ご参考）

【三井住友銀行単体】 （金額単位　億円）

21年９月末 21年３月末比 20年９月末比 21年３月末 21年９月末

① （②ー③） 1 7,392 △ 213 △ 3,464 7,605 

② 繰 延 税 金 資 産 小 計 2 16,188 △ 1,572 △ 282 17,760 39,313 

貸 倒 引 当 金 3 2,024 ＋ 435 ＋ 1,028 1,589 4,983 

貸 出 金 償 却 4 1,599 ＋ 189 ＋ 218 1,410 3,936 

有 価 証 券 有 税 償 却 5 5,263 △ 622 ＋ 705 5,885 12,953 

退 職 給 付 引 当 金 6 517 ＋ 37 ＋ 39 480 1,272 

減 価 償 却 限 度 超 過 額 7 74 ＋ 1 ＋ 17 73 182 

投 資 損 失 引 当 金 8 9 ＋ 1 △ 50 8 23 

その他有価証券評価差額金 9 277 △ 470 ＋ 277 747 681 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 10 148 ＋ 8 △ 632 140 363 

税 務 上 の 繰 越 欠 損 金 11 5,643 △ 1,122 △ 1,910 6,765 13,359 

そ の 他 12 634 △ 29 ＋ 26 663 1,561 

③ 評 価 性 引 当 額 13 8,796 △ 1,359 ＋ 3,182 10,155 

④ 14 2,214 ＋ 1,292 △ 58 922 5,451 

退 職 給 付 信 託 設 定 益 15 416 －   －   416 1,023 

その他有価証券評価差額金 16 1,596 ＋ 1,335 ＋ 41 261 3,927 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 17 －   －   －   －   －   

そ の 他 18 202 △ 43 △ 99 245 501 

（①－④） 19 5,178 △ 1,505 △ 3,406 6,683 

(注1) 20 148 ＋ 8 △ 632 140 363 

(注2) 21 △ 1,502 △ 1,404 ＋ 53 △ 98 △ 5,635 

22 6,532 △ 109 △ 2,827 6,641 16,302 

実 効 税 率 23 40.63% －   －   40.63%

【連結】

⑤ 24 6,720 △ 1,584 △ 3,312 8,304 

⑥ 25 52,952 ＋ 9,601 ＋ 8,039 43,351 

（⑤／⑥） 26 12.7% △ 6.5% △ 9.6% 19.2% 

(注1)

(注2)

繰 延 税 金 資 産 の 計 上 額

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 に 関 す る
繰 延 税 金 資 産 相 当 額

上 記 以 外

一時差異等
残　　　高

繰 延 税 金 資 産 合 計

繰 延 税 金 負 債

その他有価証券評価損益に関する
繰 延 税 金 負 債 相 当 額

繰 延 税 金 資 産 純 額

T      ｉ     e     r     Ⅰ

繰延税金資産純額/TierⅠ比率

繰延ヘッジ損失については、将来年度の収益力に基づく課税所得によって繰延税金資産の回収可能性を判断する場
合には、例示区分４号但書の会社についても回収可能性があると判断できるものとされている（「貸借対照表の純
資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号））。

繰延税金資産は、その他有価証券評価差額がネット評価差益の場合に計上される繰延税金負債と相殺表示される
が、繰延税金資産の回収可能性の判断に当たっては、この繰延税金負債と相殺される前の繰延税金資産残高が判断
対象となる（「その他有価証券の評価差額及び固定資産の減損損失に係る税効果会計の適用における監査上の取扱
い」（日本公認会計士協会監査委員会報告第70号））。

（三井住友フィナンシャルグループ）

- 18 -



（２）繰延税金資産の計上根拠

　①計上基準 実務指針の例示区分の４号但書

（注1）「繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査委員会報告第66号）

（注2） 前頁表中の「一時差異等残高」に対応する計数である。

　②将来の課税所得見積り可能期間 ５年

　③今後５年間の調整前課税所得の見積り累計額

（金額単位　億円）

今後５年間の

見積り累計額

1 38,002

Ａ 2 14,580

Ｂ 3 5,502

Ｃ 4 20,082

5 8,159

（ご参考）過去５年間の法人税確定申告所得（繰越欠損金控除前）実績
（金額単位　億円）

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 21/9期

▲6,524 ▲670 7,467 3,504 2,773

(注1) 「確定申告所得（繰越欠損金控除前）」＝「各年度の調整前課税所得」－「各年度における一時差異の無税化額」

(注2) 上記計数は、実務指針の例示区分の４号但書に規定する「非経常的な特別の原因」を含んでいるが、　　

      これを除けば各期とも課税所得を計上している。
(注3) 21年9月期は、中間期決算において算出した見積り計数。　

業 務 純 益 （ 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 前 ）

税 引 前 当 期 純 利 益

申告調整額（除く21/9末一時差異の解消額）

調 整 前 課 税 所 得 （ Ａ ＋ Ｂ ）

調整前課税所得に対応する繰延税金資産額

確定申告所得(繰越欠損金控除前) 3,172

　 　　　　　 【基本的な考え方】

(1)有税残高等の一時差異の解消見込年度をスケ
   ジューリング

(2)今後５年間の調整前課税所得を保守的に見積り
　
　①行内計画等を基礎とし、５年間の収益計画を
    合理的に見積り

　②上記計画計数に対し、将来予測の不確実性を
    勘案し、一定のストレス（減額調整）を付加

　③上記収益計画に対応する申告調整額を加算し、
    調整前課税所得を算出

(3)上記により回収可能と判断される額に実効税率
　 を乗じた額を、繰延税金資産として計上

(イ)当行には重要な税務上の繰越欠損金が存在するが、これは、早期に財務の健全性を向上させるべく、以下の
　バランスシート改善策を実施した結果発生したものであり、非経常的な特別の原因に起因したものであると判断
　される。従って、実務指針（注1）5（1）の例示区分の４号但書に則り、将来の合理的な見積り可能期間（おお
　むね５年）内の課税所得見積額の範囲内で、解消スケジューリングの可能な一時差異等を対象として繰延税金資
　産を計上している。

　(a)不良債権処理
 　　　｢金融機関等の経営の健全性確保のための関係法律の整備に関する法律｣（平成８年６月）による｢早期是正措
　　置｣の導入(平成10年度)により、自己査定に基づいて償却・引当を行う体制を整備。景気低迷の長期化、国内外
　　の経済環境が不透明感を増す中、資産劣化リスクへの対応力を高めるべく引当強化等の不良債権処理を積極的に
　　実施。
　　　また、平成14年10月に出された「金融再生プログラム」に基づき、平成16年度までに不良債権比率を半減すべ
　　く最終処理を加速し、平成16年上期中に半減目標を前倒しで達成。
　　　これらの過程等で、不良債権有税処理残高（注2）が大幅に増加。その後、与信コストの発生等に伴い増加する
　　有税処理残高もあるが、無税化も順調に進捗。
　
　(b)株式含み損処理
　　　株価の大幅かつ継続的な下落を踏まえた株価変動リスクの削減や、平成13年度に導入決定された株式保有制限
　　の早期達成に向け、保有株式の圧縮を促進。
　　　平成14年度においては、保有株式の売切りにより約11,000億円の簿価圧縮を実施するとともに、減損処理及び
　　合併差益を活用した処理により、保有株式の含み損約12,000億円を一挙に処理した結果、平成14年度末時点で株
　　式保有制限を前倒しで達成。
　　　こうした施策の影響により、有価証券有税償却残高（注2）は一時的に高水準となる（11/3末の約1,000億円
　　→15/3末の約15,000億円）。以降、株式償却等に伴う有税処理残高の増加もあるが、一方で、売却等により無税
　　化も着実に進捗。

（ロ）上記等により、21/9末時点の法人税の繰越欠損金は約13,400億円となっている。なお、過去において、重要な
　　税務上の繰越欠損金の繰越期限切れは発生していない。
　

（三井住友フィナンシャルグループ）
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